
「 生 活 保 護 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 案 ） 」 の 抜 本 修 正 を 求 め る 会 長 声 明 

 

 厚生労働省は、本年２月２７日、「生活保護法施行規則の一部を改正する省令

（案）」（以下「省令案」という。）の概要を発表し、３月２８日を期限としてパ

ブリックコメントを募集している。これは、昨年１２月に成立した「生活保護

法の一部を改正する法律」（以下「改正生活保護法」という。）について、本年

７月からの本格施行を前に行われる規則改正に関するものである。 

 改正生活保護法については、申請手続の厳格化等によって、いわゆる「水際

作戦」を合法化するとの批判や懸念が各方面からあがり、国会審議においては、

これらの批判や懸念を解消する方向での法文修正、答弁、附帯決議などがなさ

れたところである。しかしながら、省令案は、以下の諸点において、これらの

法文修正等の意義を没却する看過し難い内容を含んでおり、生活保護申請時の

窓口対応によって不幸な結果に至った数々の事案が過去発生していることに鑑

みても、到底容認できない。 

第１に、改正生活保護法第２４条第１項は、従来、口頭でも良いとされてい

た申請について申請書の提出を必須とするように読める内容であったため批判

を招いた。そこで、申請行為と申請書の提出行為が別であることを明確にする

法文修正が行われ、参議院厚生労働委員会附帯決議でも「申請行為は非要式行

為であり、・・・口頭で申請することも認められるというこれまでの取扱い・・・

に今後とも変更がないことについて、省令、通達等に明記の上、周知する」と

されたのである。 

ところが、省令案は、「保護の開始の申請等は、申請書を・・・保護の実施機

関に提出して行うものとする」として、修正前の法文とほぼ同内容の表現に戻

されており、原則として口頭申請は認められないという誤解を招く内容となっ

ている。 

また、省令案は、「ただし、身体上の障害があるために当該申請書に必要な事項

を記載できない場合その他保護の実施機関が当該申請書を作成することができ

ない特別の事情があると認める場合は、この限りではない」として、口頭申請

が認められる場合が身体障害等の場合に限定されるように読める内容となって

おり、現行の運用指針（生活保護手帳別冊問答集問９－１「口頭による保護申

請について」）よりも後退している。 

さらに、改正生活保護法第２４条第 1 項ただし書は、単に「当該申請書を作

成することができない特別な事情があるときは」という表現であるのに、省令

案は、「保護の実施機関が当該申請書を作成することができない特別の事情があ

ると認める場合は」として、特別の事情の有無の判断権を実施機関に委ねる表

現へと後退している。 

 第２に、改正生活保護法第２４条第２項は、従来、保護決定までの間に可能

な範囲で行えばよいとされていた要否判定に必要な書類の提出について、申請

書にすべて添付しなければならないように読める内容であったため批判を招い

た。そこで、これまでの取扱いに変更がないことを明確にするためにただし書

を設けるという法文修正が行われ、国会答弁を踏まえて前記附帯決議でも「要

否判定に必要な資料の提出は可能な範囲で保護決定までの間に行うというこれ



までの取扱いに今後とも変更がないことについて、省令、通達等に明記の上、

周知する」とされた。しかし、省令案には、この点に関する記述が一切存在せ

ず、国会答弁や附帯決議に反している。 

 第３に、改正生活保護法では、扶養義務者に対する通知義務を定めた第２４

条第８項、扶養義務者に対して報告を求めることができるという第２８条が新

設されたが、扶養義務者に対する扶養の要求が強められ、事実上扶養できない

ことが保護の前提条件とされるのではないかとの批判を招いた。これに対し、

厚生労働省の会議資料や国会答弁では、「福祉事務所が家庭裁判所を活用した費

用徴収を行うこととなる蓋然性が高いと判断するなど、明らかに扶養が可能と

思われるにもかかわらず扶養を履行していないと認められる極めて限定的な場

合に限ることにし、その旨厚生労働省令で明記する予定である」と繰り返し説

明されていた。ところが、省令案では、原則として通知や報告要求を行うが、「保

護の実施機関が、当該扶養義務者に対して法第７７条第 1 項の規定による費用

の徴収を行う蓋然性が高くないと認めた場合」等に例外的に通知等を行わない

ものとしている。これは、原則と例外を完全に逆転させるものであって、背信

的とさえ言える。 

 以上のとおり、本省令案には、重大な問題が多々含まれており、生活保護を

必要とする市民をいたずらに萎縮させ日本国憲法第２５条で保障されている生

存権を脅かしかねない。生活困窮者の支援に取り組む専門実務家団体として、

当会は、本省令案の内容を到底容認できず、上記の国会答弁や附帯決議等を真

摯に反映させた内容に抜本的に修正することを求めるものである。 
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